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奈良県情報公開条例の解釈運用基準の一部改正 新旧対照表（案） 

改  正  後 改  正  前 

第４条（適正な請求及び使用） 

 

 

【趣 旨】 

  略 

  

【解釈・運用】 

１～４ 略 

５ 権利の濫用について 

本条例には、権利濫用に係る特別の規定を設けていないが、権

利濫用が許容されないことは法の一般原則として当然であり、

実施機関の事務を混乱、停滞させることを目的とする等、開示請

求権の本来の目的を著しく逸脱したような開示請求は、権利の

濫用として請求を拒否できるものと考えられる。開示請求が権

利濫用に当たる場合は開示しない旨の決定を行うことになる。 

また、同一請求人から同一所属に繰り返し開示請求がある場

合は、原則以下の取扱いのもと、条例第 13条に基づく開示決定

等の期限の特例に係る上限設定をすることができるとともに、

正当な理由なくその上限を超える開示請求を権利の濫用として

不開示決定とすることができる。 

 

第４条（適正な請求及び使用） 

 

 

【趣 旨】 

  略 

  

【解釈・運用】 

 １～４ 略 

５ 権利の濫用について 

本条例には、権利濫用に係る特別の規定を設けていないが、権

利濫用が許容されないことは法の一般原則として当然であり、

実施機関の事務を混乱、停滞させることを目的とする等、開示請

求権の本来の目的を著しく逸脱したような開示請求は、権利の

濫用として請求を拒否できるものと考えられる。開示請求が権

利濫用に当たる場合は開示しない旨の決定を行うことになる。 

なお、開示請求の対象となる行政文書が著しく大量であるこ

とにより事務の遂行に著しい支障が生じるおそれがあっても、

前述のように実施機関の事務を停滞、混乱させることを目的と

する等の場合を除き、単に事務処理上対応が困難という場合は、

処理期限の特例（条例第13条）により対処するものであって、権

利の濫用に該当しない。 

第４条 略 第４条 略 

資料２ 
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改  正  後 改  正  前 

(1) 条例第 12条第２項に基づき期限の延長をして処理しても、

同項に規定する期間（45日を限度とした延長）までに開示決

定等ができないと見込まれる場合、条例第 13 条による開示

決定等の期限の特例を適用する。 

 

(2)  (1)の期限の特例の適用後に、同一請求人から同一所属に

された新たな請求にあっては、 

ア 条例第 13条に基づき期限の特例を適用することとし、開示

請求のあった日から起算して 60日以内に、相当の部分につい

て開示決定等を行う。 

イ 相当の部分以外の残余の部分について、(1)の期限の特例を

適用した請求に係る開示決定等をした後に開示決定等の事務

を開始するものとして、新たな請求に係る開示決定等の期限

を算出することができる。 

 

  （参考）同一請求人から同一所属に繰り返し開示請求があって、

当該請求人からの開示請求について、第 13 条に基づき開

示決定等の期限を延長する場合、当該延長期間の算定方法

については、同一請求人からの先の開示請求に係る開示決

定等をした後に、現在の開示請求に係る開示決定等の事務

を開始するものとして延長期間を算定することができる。 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

(3) (1)又は(2)の期限の特例において、延長期間が１年に達し

た場合であって、当該請求人が、正当な理由なく引き続き請求

すると認められる場合は、今後は適正な請求と認められない

旨を説明し、新たな開示請求を先の開示請求に係る開示決定

等があるまで待つなどの要請をすることができる。なお、要請

は当該所属が原則として文書で行うものとする。 

 

(4) (3)の要請に応じず、同一請求人が同一所属へ新たな開示

請求をした場合であって、それが正当な理由がないと認めら

れるときは、当該開示請求は適正な開示請求ではなく、開示請

求権の本来の目的を著しく逸脱していると認め、当該所属は

権利の濫用として不開示決定とすることができる。当該不開

示決定の際は、その不開示理由を可能な限り詳細に記載する。 

ただし、取扱いには以下の事項に留意するものとする。 
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改  正  後 改  正  前 

① 第13条による特例延長の延長期間は、条例解釈運用基準にあ

るとおり、「処理するに当たって必要とされる合理的な期間」

とする。 

② 開示請求が集中的に繰り返されると所属が認めた時点から、

上記の対応により進めることを可能とする。なお、集中的に

繰り返されていると判断する定量的な基準はないため、請求

内容、対象文書の量、請求の頻度、所属の事務体制等によっ

て総合的に判断し、請求者に要請する際には丁寧に説明す

る。 

③ 同一所属に繰り返し請求する正当な理由の有無の判断や、開

示請求権の本来の目的を著しく逸脱しているか否かの判断

は、開示請求制度が原則としてその請求理由等を問わないも

のであることに留意したうえで、慎重にすることとする。 

④ １件の開示請求に複数の所属が関係する場合で、そのうち既

に特例延長が１年に達している所属や権利の濫用による不

開示決定をしている所属があるときは、当該所属は、権利の

濫用として不開示決定とすることができる。 
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改  正  後 改  正  前 

（参考） 

 

 

ここでいう「所属」とは、条例第２条第１項に規定する実施機

関としての知事にあっては、奈良県行政組織規則（昭和 31年７

月奈良県規則第 26号）第２章に規定する本庁の課、室、センタ

ー、所及び同規則第３章に規定する出先その他の機関（以下「本

庁の課等」という。）をいい、知事以外の実施機関にあっては、

知事における本庁の課等に相当する組織をいう。 

 

なお、開示請求の対象となる行政文書が著しく大量であるこ

とにより事務の遂行に著しい支障が生じるおそれがあっても、

前述のように実施機関の事務を停滞、混乱させることを目的と

する等の場合を除き、単に事務処理上対応が困難という場合は、

処理期限の特例（条例第13条）により対処するものであって、権

利の濫用に該当しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A所属 既に特例延長が1年に達している 権利の濫用として不開示決定可

B所属 権利の濫用による不開示決定 権利の濫用として不開示決定可

C所属 権利の濫用として不開示決定不可

複数の所属が関係する1件の開示請求
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改  正  後 改  正  前 

第６条（開示請求の手続） 

 

 

【趣 旨】 

  略 

 

【解釈・運用】 

１ 開示請求書（第１項） 

行政文書の開示の請求は、権利の行使として、行政文書の開 

示・不開示決定という行政処分を求める手続であり、場合によっ

ては、審査請求又は行政事件訴訟になることもあるため、事実関

係を明確にしておかなければならないことから、請求は書面を

提出して行わなければならないこととしている（書面主義）。 

書面の提出は、情報公開窓口に持参して提出するほか、遠隔地 

の請求者の利便等を考慮して、郵送により、又はファクシミリを

利用して送信することにより、開示請求書を提出することがで

きるものとするが、電話や口頭による請求は認められない。 

なお、開示の請求は、奈良スーパーアプリを使用して行うこと 

もできるが、この場合においては、奈良県情報通信技術を活用し

た行政の推進に関する条例（平成 16年 12月奈良県条例第 17号）

第５条第２項により、書面により行われたものとみなすことと

している。 

第６条（開示請求の手続） 

 

 

【趣 旨】 

  略 

 

【解釈・運用】 

１ 開示請求書（第１項） 

行政文書の開示の請求は、権利の行使として、行政文書の開

示・不開示決定という行政処分を求める手続であり、場合によっ

ては、審査請求又は行政事件訴訟になることもあるため、事実関

係を明確にしておかなければならないことから、請求は書面を

提出して行わなければならないこととしている（書面主義）。 

書面の提出は、情報公開窓口に持参して提出するほか、遠隔地

の請求者の利便等を考慮して、郵送により、又はファクシミリを

利用して送信することにより、開示請求書を提出することがで

きるものとするが、電話や口頭による請求は認められない。 

なお、開示の請求は、電子申請システムを使用して行うことも

できるが、この場合においては、奈良県行政手続等における情報

通信の技術の利用に関する条例（平成 16 年 12 月奈良県条例第

17 号）第３条第２項により、書面により行われたものとみなす

こととしている。 

第６条 略 第６条 略 
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改  正  後 改  正  前 

２～３ 略 

 

第 11条（開示請求に対する措置） 

 

 

【趣 旨】 

 略 

 

【解釈・運用】 

１ 略 

２ 不開示決定（第２項） 

   (1) 略 

①～④ 略 

⑤ 行政文書の特定が不十分である場合等、開示請求に形式

的な不備があるとき（開示請求に係る手数料が納付されな

い場合を含む。）。 

      ⑥ 略 

(2) 略 

３ 略 

 

 

２～３ 略 

 

第 11条（開示請求に対する措置） 

 

 

【趣 旨】 

 略 

 

【解釈・運用】 

１ 略 

２ 不開示決定（第２項） 

(1) 略 

①～④ 略 

⑤ 行政文書の特定が不十分である場合等、開示請求に形式

的な不備があるとき。 

      ⑥ 略 

(2) 略 

３ 略 

 

第 11条 略 第 11条 略 
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改  正  後 改  正  前 

 第 16条（開示の実施） 

【趣 旨】 

  略 

 

【解釈・運用】 

  １ 開示の方法（第１項） 

(1) 閲覧、聴取又は視聴（第１号） 

「閲覧」とは、文書又は図画という視覚によって内容を確認

できる行政文書について、行政文書そのものを見せることを

第 16条（開示の実施） 

【趣 旨】 

  略 

 

【解釈・運用】 

  １ 開示の方法（第１項） 

(1) 「文書又は図画」の開示の方法（施行規則第６条第１項及び

第２項） 

「文書又は図画」という視覚によって直接その内容を確認で

第 16条 行政文書の開示は、次に掲げる方法により行う。ただ

し、閲覧の方法による行政文書の開示にあっては、実施機関

は、当該行政文書の保存に支障を生ずるおそれがあると認め

るときその他正当な理由があるときは、その写しにより、こ

れを行うことができる。 

(1) 閲覧、聴取又は視聴 

(2) 別表の中欄に掲げる開示の実施の方法又は奈良県情報

通信技術を活用した行政の推進に関する条例（平成十六年

十二月奈良県条例第十七号。以下「情報通信技術活用条例」

という。）第五条第一項に規定する電子情報処理組織（以下

「電子情報処理組織」という。）のうち規則で定めるものを

使用する方法 

２～４ 略 

 

第 16条 行政文書の開示は、文書又は図画については閲覧又は

写しの交付により、電磁的記録についてはその種別、情報化

の進展状況等を勘案して規則で定める方法により行う。ただ

し、閲覧の方法による行政文書の開示にあっては、実施機関

は、当該行政文書の保存に支障を生ずるおそれがあると認め

るときその他正当な理由があるときは、その写しにより、こ

れを行うことができる。 

２～４ 略 
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改  正  後 改  正  前 

指す。 

「聴取」とは、録音テープ又は録音ディスク等を専用機器によ

り再生することにより記録を確認することを指す。 

「視聴」とは、ビデオテープ又はビデオディスク等を専用機器

により再生することにより記録を確認すること指す。 

   なお、文書、図画の閲覧については、原本の傷みが激しくその

まま開示に供することが当該行政文書の保存に支障がある場

合、原本を事務事業に使用する必要があり閲覧等に供すると事

務事業の遂行に支障がある場合、部分的に不開示の箇所があり

的確に部分開示をするためには切り抜きを施す必要がある場合

等など、原本を閲覧に供することが困難な場合があるので、その

場合には、写しによることとしている。 

   

  ２ 別表 

 
行政文書の種別 

 
開示の実施の方法 

 
手数料の額 

 

１ 文書又は図
画（２の項か
ら４の項まで
又 は ８ の 項 
に該当するも
のを除く。） 

 

 

ア 複写機により複写したも
の（単色刷りで、Ａ三判以下
の大きさの用紙に複写した
ものに限る。）の交付 

 

１枚につき、10
円 

 

 

 

イ 複写機により複写したも
の（多色刷りで、Ａ三判以下

 

１枚につき、50
円 

きる行政文書については、行政文書そのものを見せる「閲覧」と、

その写しを作成して交付する「写しの交付」を開示の方法とし

た。開示を受ける者は、そのいずれか又は両方の方法を選択する

ことができる。 

なお、文書、図画の閲覧については、原本の傷みが激しくその

まま開示に供することが当該行政文書の保存に支障がある場

合、原本を事務事業に使用する必要があり閲覧等に供すると事

務事業の遂行に支障がある場合、部分的に不開示の箇所があり

的確に部分開示をするためには切り抜きを施す必要がある場合

等など、原本を閲覧に供することが困難な場合があるので、その

場合には、写しによることとしている。 

 

    ア 文書又は図画（次のイ～エに掲げるものを除く。） 

        原本の閲覧又は原本を複写機により複写したものの交付に

より行う。 

 

    イ マイクロフィルム 

      専用機器により印刷したものの閲覧又はその写しの交付に

より行う。 

 

    ウ 写真フィルム 

        印画紙に印画したものの閲覧又は交付により行う。 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

の大きさの用紙に複写した
ものに限る。）の交付 

 

 

 

ウ 複写機によりＡ一判若し
くはＡ二判の用紙に複写又
は当該文書若しくは図画を
撮影した写真フィルムを印
画紙に印画したものの交付 

 

作成に要する
費用に相当す
る額 

 

 

 

２ マイクロフ
ィルム 

 

 

  印刷したもの（単色刷りで、
Ａ三判以下の大きさの用紙に
複写したものに限る。）の交付 

 

１枚につき、10
円 

 

 

 

３ 写真フィル
ム 

 

 

  印画紙に印画したものの交
付 

 

 

作成に要する
費用に相当す
る額 

 

４  スライド
（９の項に該
当するものを

除く。） 

 

  印画紙に印画したものの交
付 

 

 

 

作成に要する
費用に相当す
る額 

 

 

５ 録音テープ
（９の項に該

 

  録音カセットテープに複写
したものの交付 

 

１巻につき、
250円 

 

    エ スライド 

        専用機器により映写したものの閲覧又は印画紙に印画した

ものの交付により行う。 

 

  (2) 「電磁的記録」の開示の方法（施行規則第６条第３項、第４

項、第５項及び第６項） 

 

電磁的記録の開示方法については、種々の形態が考えられる

が、開示形態によっては特殊な装置を必要としたり、特別のプロ

グラムを必要とする場合などがあることから、県における再生

用機器の措置状況やセキュリティの保全状況などを勘案して、

規則で定めることとしている。 

 

    ア 録音テープ又は録音ディスク 

専用機器により再生したものの聴取又は録音カセットテー

プに複写したものの交付により行う。 

 

    イ ビデオテープ又はビデオディスク 

専用機器により再生したものの視聴又はビデオカセットテ

ープに複写したものの交付により行う。 
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改  正  後 改  正  前 

当するものを 
除く。）又は録

音 ディスク 

 

 

 

 

 

 

６ ビデオテー
プ又はビデオ
ディスク 

 

  ビデオカセットテープに複
写したものの交付 

 

１巻につき、
300円 

 

 

７ 電磁的記録 
 （５の項、６の
項又は８の項
に該当するも
のを除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 用紙に出力したもの（単
色刷りで、Ａ三判以下の大
きさの用紙に複写したもの
に限る。）の交付 

 

１枚につき、10
円 

 

 

 

 

イ 用紙に出力したもの（多
色刷りで、Ａ三判以下の大
きさの用紙に複写したもの
に限る。）の交付 

 

１枚につき、50
円 

 

 

 

 

ウ フレキシブルディスクカ
ートリッジに複写したもの
の交付 

 

１枚につき、60
円 

 

  

    ウ ア、イ、エ又はオを除く電磁的記録 

実施機関がその保有するプログラムを用いて用紙に出力し

たものの閲覧又はその写しの交付により行う。ただし、用紙に

出力できないものについては、実施機関がその保有するプロ

グラムにより専用機器で再生したものの閲覧又は視聴により

行う。 

なお、実施機関がその保有するプログラムを用いて電磁的

記録の媒体に複写したものの交付が容易である場合は、当該

複写したものの交付により行うことができる。 

 

    エ 映画フィルム 

専用機器により再生したものの視聴又はビデオカセットテ

ープに複写したものの交付により行う。 

 

    オ スライド（音声付きのもの） 

専用機器により再生したものの視聴又はビデオカセットテ

ープに複写したものの交付により行う。 

 

  (3) 略 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 光ディスク（日本産業規
格Ｘ0606及びＸ6281に適合

する直径 120 ミリメートル
の光ディスクの再生装置で
再生することが可能なもの
に限る。）に複写したものの
交付 

１枚につき、90
円 

 

 

 

 

 

オ 光ディスク（日本産業規
格Ｘ6241 に適合する直径
120 ミリメートルの光ディ
スクの再生装置で再生する
ことが可能なものに限る。）

に複写したものの交付 

 

１枚につき、
110円 

 

 

 

 

カ アからオまでに掲げるも
の以外の電磁的記録媒体に

複写したものの交付 

 

 

当該写しの作
成に要する費

用に相当する
額 

 

８ 映画フィル
ム 

 

 

 

  ビデオカセットテープに複
写したものの交付 

 

 

当該写しの作
成に要する費
用に相当する
額 

 

９ スライド及
び録音テープ

 

  ビデオカセットテープに複
写したものの交付 

 

当該写しの作
成に要する費
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改  正  後 改  正  前 

（スライド及
び当該スライ

ドの内容に関
する音声を記
録した録音テ
ープを同時に
視聴する場合
におけるもの

に限る。） 

 

 

用に相当する
額 

 

 

(2) 電子情報処理組織のうち規則で定めるものとは、電子メール

及び奈良スーパーアプリを指す。 

 

(3) 略 

 

第 17条（法令等による開示の実施との調整） 

【趣 旨】 

   略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 17条（法令等による開示の実施との調整） 

【趣 旨】 

   略 

 

第 17条 略 

２ 法令等の規定に定める開示の方法が縦覧であるときは、当

該縦覧を前条第１項第１号の閲覧とみなして、前項の規定を

適用する。 

 

第 17条 略 

２ 法令等の規定に定める開示の方法が縦覧であるときは、当

該縦覧を前条第１項本文の閲覧とみなして、前項の規定を適

用する。 
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改  正  後 改  正  前 

【解釈・運用】 

法令等において国民一般に対する特定の行政文書の開示規定

（一定の場合に開示をしない旨の定めがないものに限る。）があ

り、その開示の方法が第 16条第１項第１号の開示の方法と同一で

ある場合には、本条例に基づく開示を重ねて認める必要性がない

ことから、当該同一の方法による開示の限度で、本条例による開示

を行わないこととするものである。 

 

 

１～３ 略 

４ 「前条第１項第１号に規定する開示の方法と同一の方法」と

は、法令等の規定における開示の方法が本条例第 16条第１項第

１号に規定する開示の方法と同一である場合に限って、当該同

一の方法による開示をしないこととするものである。 

例えば、法令等において閲覧の方法による開示が規定されて

いる場合、閲覧の方法による開示については、本条例では行わ

ず、法令等によることとなり、写しの交付の方法による開示につ

いては、本条例に基づき、開示請求を行い、開示決定があれば、

第 16条第２項の規定により写しの交付の方法を申し出ることと

なる。 

 

 

【解釈・運用】 

法令等において国民一般に対する特定の行政文書の開示規定

（一定の場合に開示をしない旨の定めがないものに限る。）があ

り、その開示の方法が第 16条第１項の本文の開示の方法（文書又

は図画については閲覧又は写しの交付、電磁的記録については規

則で定める方法（施行規則第６条））と同一である場合には、本条

例に基づく開示を重ねて認める必要性がないことから、当該同一

の方法による開示の限度で、本条例による開示を行わないことと

するものである。 

１～３ 略 

４ 「前条第１項本文に規定する開示の方法と同一の方法」とは、

法令等の規定における開示の方法が本条例第 16条第１項本文に

規定する開示の方法（文書又は図画については、閲覧又は写しの

交付、電磁的記録については規則で定める方法（施行規則第６

条）と同一である場合に限って、当該同一の方法による開示をし

ないこととするものである。 

例えば、法令等において閲覧の方法による開示が規定されて

いる場合、閲覧の方法による開示については、本条例では行わ

ず、法令等によることとなり、写しの交付の方法による開示につ

いては、本条例に基づき、開示請求を行い、開示決定があれば、

第 16条第２項の規定により写しの交付の方法を申し出ることと

なる。 
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改  正  後 改  正  前 

５及び６ 略 

７ 「法令等の規定に定める開示の方法が縦覧であるときは、当

該縦覧を前条第１項第１号の閲覧とみなして」とは、「縦覧」

は、本条例第 16条第１項第１号において、開示の方法として

規定されていないが、個々人に行政文書の内容が明らかに分

かるように示し、見せるものであり、閲覧と同視される開示の

形態であることから、法令等の規定に定める開示の方法が縦

覧であるときは、第 16条第１項第１号の閲覧とみなして、本

条例では、閲覧の方法による開示は行わないこととするもの

である。 

  ８ 略 

 

 

５及び６ 略 

７ 「法令等の規定に定める開示の方法が縦覧であるときは、当該

縦覧を前条第１項本文の閲覧とみなして」とは、「縦覧」は、本

条例第 16条第１項本文において、開示の方法として規定されて

いないが、個々人に行政文書の内容が明らかに分かるように示

し、見せるものであり、閲覧と同視される開示の形態であること

から、法令等の規定に定める開示の方法が縦覧であるときは、第

16 条第１項本文の閲覧とみなして、本条例では、閲覧の方法に

よる開示は行わないこととするものである。     

  ８ 略 
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第 18条（手数料等） 第 18条（費用負担） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 18 条 開示請求をする者又は第 16 条第１項の規定により行

政文書の写し（電磁的記録にあっては、別表の中欄に掲げる

開示の実施の方法により交付される物を含む。以下同じ。）の

交付を受ける者は、次の各号に掲げる手数料の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める額の手数料を納付しなければな

らない。 

(1) 開示請求に係る手数料 開示請求に係る行政文書１件に

つき 300 円（情報通信技術活用条例第５条第１項の規定に

より電子情報処理組織のうち規則で定めるものを使用して

開示請求をする場合にあっては、200円） 

(2) 開示の実施に係る手数料 開示を受ける行政文書１件に

つき、別表の上欄に掲げる行政文書の種別ごとに、同表の中

欄に掲げる開示の実施の方法に応じ、それぞれ同表の下欄

に定める額（複数の実施の方法により開示を受ける場合に

あっては、その合算額。以下この号及び次項において「基本

額」という。）。ただし、次に掲げる場合には、それぞれ次に

定めるとおりとする。 

ア 電子情報処理組織のうち規則で定めるものを使用して

開示を受ける場合 無料 

イ 基本額（第 16条第４項の規定に基づき更に開示を受け

る場合にあっては、当該開示を受ける場合の基本額に既

に開示の実施を求めた際の基本額を加えた額。以下同

じ。）が前号に定める額に相当する額に達しない場合 無

料 

 

第 18 条 第 16 条第１項の規定により行政文書（行政文書を複

写した物を含む。）の写し（電磁的記録にあっては、同項の規

則で定める方法により交付される物を含む。）の交付を受け

る者は、当該写しの作成及び送付に要する費用として規則で

定める額を負担しなければならない。 
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ウ 基本額が前号に定める額に相当する額を超える場合

（第 16条第４項の規定に基づき更に開示を受ける場合で

あって既に開示の実施を求めた際の基本額が同号に定め

る額に相当する額を超える場合を除く。） 当該基本額か

ら同号に定める額に相当する額を減じた額 

２ 開示請求者が規則で定める複数の行政文書の開示請求を一

の開示請求書によって行うときは、前項第１号の規定の適用

については、当該複数の行政文書を１件の行政文書とみなし、

かつ、当該複数の行政文書である行政文書の開示を受ける場

合における同項第２号ただし書の規定の適用については、当

該複数の行政文書である行政文書に係る基本額に先に開示の

実施を求めた当該複数の行政文書である他の行政文書に係る

基本額を順次加えた額を基本額とみなす。 

３ 第１項第１号に規定する手数料は、開示請求をする際に、同

項第２号に規定する手数料は、実施機関が指定する期日まで

に納付しなければならない。 

４ 既納の手数料は、還付しない。ただし、実施機関が特別の理

由があると認めるときは、この限りでない。 

５ 開示を受ける者は、手数料のほか送付に要する費用を納付

して、行政文書の写しの送付を求めることができる。 
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改  正  後 改  正  前 

【趣 旨】 

本条は、開示請求をする者又は行政文書の交付を受ける者は、開

示請求に係る手数料、開示の実施に係る手数料を納付しなければ

ならないことを定めるとともに、その手数料の額及び取扱いにつ

いて定めたものである。 

 

【解釈・運用】 

１ 開示請求に係る手数料（第１項第１号） 

(1)「開示請求に係る手数料」とは、開示請求をする者が、開示請

求を行うときに要する手数料をいう。 

開示請求に係る行政文書の件数は、開示請求書の「行政文書

の名称その他の開示請求に係る行政文書を特定するに足りる

事項」欄の記載内容等に応じて算出することとなる。 

ただし、開示請求者が行政文書を予め特定して件数を算出す

ること、また、実施機関が開示請求書の提出を受けたときに件

数を特定することが困難な場合は、実施機関は開示請求者に行

政文書１件の手数料に相当する金額の納付を求め、実施機関が

開示請求に係る行政文書を特定し、行政文書の件数を特定でき

た時点で、実施機関が必要な手数料の額を算出し、開示請求者

 

 

 

【趣 旨】 

本条は、行政文書の開示を受ける者は、当該写しの交付に要する

費用を負担しなければならないことを定めたものである。 

 

 

 

【解釈・運用】 

１ 「写しの作成及び送付に要する費用」とは、行政文書の写しの

作成に要する費用及び行政文書の写しの送付に要する郵送料を

いう。 

 

２ 第 16条ただし書の規定により、行政文書を複写した物により

行政文書の開示をする場合の当該複写の作成に要する費用は、

本条の「写しの作成に要する費用」に該当しないので、当該複写

の作成に要した費用は徴収できないものである。 

   

３ 写しの作成及び送付に要する費用は、施行規則第 11条第２項

の規定に基づき、前納とする。 

 

６ 実施機関は、開示を受ける者が規則に定める場合に該当す

ると認めるときは、第１項第２号に規定する手数料の全部又

は一部を免除することができる。 
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改  正  後 改  正  前 

に不足する手数料を納付するよう求めるものとする。 

なお、この手続は、条例第６条第２項の開示請求書の補正の手

続に準じて行うものとし、第 12 条第１項ただし書により、手数

料の納付の確認に要した日数は開示決定等の期限の期間に算入

しないこととする。 

(2)「情報通信技術活用条例第５条第１項の規定により電子情報処

理組織のうち規則で定めるもの」とは奈良スーパーアプリのこ

とを指し、これを使用して請求する場合の開示請求に係る手数

料は行政文書１件につき 200円となる。 

 

２ 開示の実施に係る手数料（第１項第２号） 

(1) 「開示の実施に係る手数料」とは、開示を受ける行政文書１

件につき、別表の上欄に掲げる行政文書の種別ごとに、同表の

中欄に掲げる開示の実施の方法に応じ、それぞれ同表の下欄

に定める額（複数の実施の方法により開示を受ける場合にあ

っては、その合算額）を基本額とし、行政文書の写しの交付を

受ける者は、当該基本額を手数料として納付しなければなら

ない。 

(2) 「電子情報処理組織のうち規則で定めるものを使用して開

示を受ける場合」とは、 電子メール又は奈良スーパーアプリ

を使用して開示を受ける場合をいい、その場合における開示

の実施に係る手数料は無料となる。 

  ４ 費用負担の額（施行規則第 11条別表） 

 

 

行政文書の種別 

 

開示の実施の方法 

 

費用負担の額 

 

１ 文書又は図
画（２から４
又は８に該当
するものを除
く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 複写機により複写したも
の（単色刷りで、Ａ三判以下
の大きさの用紙に複写した
ものに限る。）の交付 

 

１枚につき、10
円 

 

 

 

イ 複写機により複写したも
の（多色刷りで、Ａ三判以下
の大きさの用紙に複写した

ものに限る。）の交付 

 

１枚につき、50
円 

 

 

 

ウ 複写機によりＡ一判若し
くはＡ二判の用紙に複写又
は当該文書若しくは図画を
撮影した写真フィルムを印
画紙に印画したものの交付 

 

作成に要する
費用に相当す
る額 

 

 

 

２ マイクロフ
ィルム 

 

 

  印刷したものを複写機によ
り複写したもの（単色刷りで、

Ａ三判以下の大きさの用紙に
複写したものに限る。）の交付 

 

１枚につき、10
円 

 

 



20 

 

改  正  後 改  正  前 

(3) 開示の実施に係る手数料の基本額が、開示請求に係る手数

料の額に相当する額に達しない場合は、開示の実施に係る手

数料は無料となり、開示請求に係る手数料の額に相当する額

を超える場合は、当該基本額から開示請求に係る手数料の額

に相当する額を減じた額を開示の実施に係る手数料として納

付しなければならない。 

 

(4) 条例第 16条第４項に基づき更なる開示を受ける場合は、更

なる開示を受ける場合の基本額に既に開示の実施を求めた際

の基本額を加えた額が、開示請求に係る手数料の額に相当す

る額に達しない場合は無料となる。また、既に開示の実施を求

めた際の基本額が、開示請求に係る手数料の額に相当する額

を超えている場合は、更なる開示を受ける際には、更なる開示

を受ける場合の基本額を手数料として納付することとなる。 

 

３ 別表 

 

行政文書の種別 

 

開示の実施の方法 

 

 手数料の額 

 

１ 文書又は図
画（２の項か
ら４の項まで
又 は ８ の 項 
に該当するも

 

ア 複写機により複写したも
の（単色刷りで、Ａ三判以下
の大きさの用紙に複写した
ものに限る。）の交付 

 

 

１枚につき、10
円 

 

 

 

３ 写真フィル
ム 

 

 

  印画紙に印画したものの交
付 

 

 

作成に要する
費用に相当す

る額 

 

４  スライド
（９に該当す
る も の を 除 
く。） 

 

  印画紙に印画したものの交
付 

 

 

 

作成に要する
費用に相当す
る額 

 

 

５ 録音テープ
（９に該当す
る も の を 除
く。）又は録音 
ディスク 

 

  録音カセットテープに複写
したものの交付 

 

 

 

１巻につき、
250円 

 

 

 

 

６ ビデオテー
プ又はビデオ
ディスク 

 

  ビデオカセットテープに複
写したものの交付 

 

１巻につき、
300円 

 

 

７ 電磁的記録 
 （５、６又は８

に該当するも
のを除く。） 

 

 

ア 用紙に出力したものを複
写機により複写したもの

（単色刷りで、Ａ三判以下
の大きさの用紙に複写した
ものに限る。）の交付 

 

１枚につき、10
円 
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改  正  後 改  正  前 

のを除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 複写機により複写したも
の（多色刷りで、Ａ三判以下
の大きさの用紙に複写した
ものに限る。）の交付 

 

１枚につき、50
円 

 

 

 

ウ 複写機によりＡ一判若し
くはＡ二判の用紙に複写又
は当該文書若しくは図画を
撮影した写真フィルムを印
画紙に印画したものの交付 

 

作成に要する
費用に相当す
る額 

 

 

 

２ マイクロフ
ィルム 

 

 

  印刷したもの（単色刷りで、
Ａ三判以下の大きさの用紙に
複写したものに限る。）の交付 

 

１枚につき、10
円 

 

 

 

３ 写真フィル
ム 

 

 

  印画紙に印画したものの交
付 

 

 

作成に要する
費用に相当す
る額 

 

４  スライド
（９の項に該
当するものを
除く。） 

 

  印画紙に印画したものの交
付 

 

 

作成に要する
費用に相当す
る額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 用紙に出力したものを複
写機により複写したもの

（多色刷りで、Ａ三判以下
の大きさの用紙に複写した
ものに限る。）の交付 

 

１枚につき、50
円 

 

 

 

 

ウ フレキシブルディスクカ
ートリッジに複写したもの
の交付 

 

１枚につき、60
円 

 

 

エ 光ディスク（日本工業規
格Ｘ0606及びＸ6281に適合

する直径 120 ミリメートル
の光ディスクの再生装置で
再生することが可能なもの
に限る。）に複写したものの
交付 

 

１枚につき、90
円 

 

 

 

 

 

オ 光ディスク（日本工業規
格Ｘ6241 に適合する直径
120 ミリメートルの光ディ
スクの再生装置で再生する
ことが可能なものに限る。）
に複写したものの交付 

 

１枚につき、
110円 
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改  正  後 改  正  前 

  

 

５ 録音テープ
（９の項に該
当するものを 
除く。）又は録
音ディスク 

 

  録音カセットテープに複写
したものの交付 

 

 

 

１巻につき、
250円 

 

 

 

 

６ ビデオテー
プ又はビデオ
ディスク 

 

  ビデオカセットテープに複
写したものの交付 

 

１巻につき、
300円 

 

 

７ 電磁的記録 

 （５の項、６の
項又は８の項
に該当するも
のを除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 用紙に出力したもの（単

色刷りで、Ａ三判以下の大
きさの用紙に複写したもの
に限る。）の交付 

 

１枚につき、10

円 

 

 

 

 

イ 用紙に出力したもの（多
色刷りで、Ａ三判以下の大
きさの用紙に複写したもの
に限る。）の交付 

 

１枚につき、50
円 

 

 

 

  

カ アからオまでに掲げるも
の以外の電磁的記録媒体に

複写したものの交付 

 

当該写しの作
成に要する費

用に相当する
額 

 

８ 映画フィル
ム 

 

 

 

  ビデオカセットテープに複
写したものの交付 

 

 

当該写しの作
成に要する費
用に相当額す
る額 

 

９  スライド
（音声つきの
もの） 

 

  ビデオカセットテープに複
写したものの交付 

 

 

 

当該写しの作
成に要する費
用に相当額す
る額 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ フレキシブルディスクカ
ートリッジに複写したもの

の交付 

１枚につき、60
円 

 

 

エ 光ディスク（日本産業規
格Ｘ0606及びＸ6281に適合
する直径 120 ミリメートル
の光ディスクの再生装置で
再生することが可能なもの

に限る。）に複写したものの
交付 

 

１枚につき、90
円 

 

 

 

 

 

オ 光ディスク（日本産業規
格Ｘ6241 に適合する直径

120 ミリメートルの光ディ
スクの再生装置で再生する
ことが可能なものに限る。）
に複写したものの交付 

 

１枚につき、
110円 

 

 

 

 

カ アからオまでに掲げるも
の以外の電磁的記録媒体に
複写したものの交付 

 

 

当該写しの作
成に要する費
用に相当する
額 

 

８ 映画フィル

ム 

 

 

  ビデオカセットテープに複

写したものの交付 

 

 

当該写しの作

成に要する費
用に相当する
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改  正  後 改  正  前 

 額 

 

９ スライド及
び録音テープ
（スライド及
び当該スライ
ドの内容に関
する音声を記
録した録音テ

ープを同時に
視聴する場合
におけるもの
に限る。） 

 

  ビデオカセットテープに複
写したものの交付 

 

 

 

当該写しの作
成に要する費
用に相当する
額 

 

 

３ 複数の行政文書を１件の行政文書とみなす場合等（第２項） 

(1)規則で定める「複数の行政文書」とは、同一の簿冊（同一

の簿冊につづり込むことができずに複数の簿冊に分割してつ

づり込むこととした当該複数の簿冊及び行政文書に添付した

図画等であって同一の簿冊につづり込むことが困難なため、

袋に入れ、又は結束して相互の関係を明らかにされたものを

含む。）につづり込まれている複数の行政文書であって、相互

に密接な関連を有するものとする。 

 

相互に密接な関連を有すると考えられる文書例 

（平成 17年４月 28日付け総務省行政管理局長通知「行政機

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



25 

 

改  正  後 改  正  前 

関の保有する情報の公開に関する法律及び独立行政法人等の

保有する情報の公開に関する法律の趣旨の徹底等について」） 

 

   ・ 要請と応答に係るもの（例 申請書と処分通知書、諮問と答

申等） 

・ 訴訟、審判手続等における一事件に係るもの（例 一事件に

係る判決、裁決等と裁判所、審判機関への提出資料等） 

・ 参照の旨が記載されている場合の参照対象行政文書（例 概

要・要約版と本文、本文と参考引用資料等） 

・ 通例必要とされる一連の手続に係るもの（例 調達手続にお

ける入札と落札、補助金交付における決定と実績報告、出張

命令と復命書） 

・ 計画と実績に係る関係にあるもの（例 基本計画と実績報告

書、実施計画と実施状況報告書等） 

・ 会議における決定ごとのその決定と議事録・提出資料 

 

なお、同一の簿冊につづり込まれていない場合でも、規則第 12

条括弧書の規定により同一の簿冊につづり込まれているとみな

され、かつ、上記の例のように相互に密接な関係を有すると考え

られる場合は、１件の行政文書としてみなすこととする。 

 

相互に密接な関連を有しないと考えられる文書例 
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改  正  後 改  正  前 

・関連を有しない法人等に関するもの （例 社会福祉法人Ａと社

会福祉法人Ｂに関する報告書等） 

・異なる日に開催された会議等に関するもの（例 第１回審査会

と第２回審査会） 

 

(1) 複数の所属にまたがる開示請求については、第２項の適用対象

とはならず、所属ごとに開示請求に係る手数料を納入する必要

がある。 

 

４ 第 16条ただし書の規定により、行政文書を複写した物により

行政文書の開示をする場合の当該複写の作成に要する費用は、

本条の「写しの作成に要する費用」に該当しないので、当該複写

の作成に要した費用は徴収できないものである。 

 

５ 「送付に要する費用」とは、写しの送付を希望する場合に、写

しの送付に要する郵便料金や宅配便等の実費のことをいう。 

  なお、電子メール又は奈良スーパーアプリを使用して写しを

交付する場合は、送付に要する費用は要しない。 

 

 ６ 開示請求を受け付けた後の取り下げなどの場合であっても第

４項の規定に基づき手数料は還付しない。ただし、例えば、開示

の実施に係る手数料を徴収した後に、第６項の規定により手数
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改  正  後 改  正  前 

料の全部又は一部を免除できることが判明した場合等、還付す

る特別の理由があると認めるときは還付することができる。 

 

 ７ 開示を受ける者が、生活保護法（昭和 25年法律第 144号）第

11条第１項各号に掲げる扶助を受けている場合（施行規則第 13

条第１項）は、開示の実施に係る手数料を免除することができ

る。 

 

 第 37条（その他） 

【趣 旨】 

  略 

 

【解釈・運用】     

(1) 略 

     

      

 

 

(2)～(3) 略 

 

 

 

 

 

 

第 37条（その他） 

【趣 旨】 

  略 

 

【解釈・運用】     

    (1) 略 

(2) 行政文書の開示の実施の方法（施行規則第６条第１項、第

２項、第４項、第５項（ただし、映画フィルムの音声以外の

開示の実施方法に係る部分）及び第６項（ただし、スライド

の開示の実施の方法に係る部分）） 

      (3)～(4) 略 

      (5) 行政文書の写しの交付を受ける者は、当該写しの作成及

び送付に要する費用を前納しなければならない旨（施行規

則第 11条第２項） 

      (6)～(8) 略       

第 37条 略 

第 37条 略 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

(4)～(6) 略 

     (7) 運用状況の公表は、インターネットの利用により行う旨

（施行規則第 15条） 

 

附 則（令和６年３月条例第２６号） 

 

【改正の概要】 

    １ 開示請求に係る手数料を創設する。 

２ 行政文書の写しの作成費用等について「費用負担」を「開

      (9) 運用状況の公表は、公報に登載して行う旨（施行規則第

15条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 二 第２条の規定 令和６年６月１日 

（経過措置） 

２ 第２条の規定による改正後の奈良県情報公開条例第１６条

第１項及び第１８条の規定は、この条例の施行の日以後にされ

た開示請求（奈良県情報公開条例第６条第１項に規定する開示

請求をいう。以下同じ。）について適用し、同日前にされた開示

請求については、なお従前の例による。 
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改  正  後 改  正  前 

示の実施に係る手数料」に改正し、経済的困難等を理由とし

た減免制度等を導入する。 

 

【趣 旨】 

   開示請求権制度の適切な運用に向けた利用者負担の適正化に向

け、開示請求に係る手数料を創設するための改正に伴い、所要の規

定の整備を行ったものである。 

 

別表（第 16条、第 18条関係） 

 
行政文書の種別 

 
開示の実施の方法 

 
手数料の額 

 

１ 文書又は図
画（２の項か
ら４の項まで
又 は ８ の 項 
に該当するも

のを除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

ア 複写機により複写したも
の（単色刷りで、Ａ三判以下
の大きさの用紙に複写した
ものに限る。）の交付 

 

１枚につき、10
円 

 

 

 

イ 複写機により複写したも
の（多色刷りで、Ａ三判以下

の大きさの用紙に複写した
ものに限る。）の交付 

 

１枚につき、50
円 

 

 

 

ウ 複写機によりＡ一判若し
くはＡ二判の用紙に複写又

 

作成に要する
費用に相当す



30 

 

改  正  後 改  正  前 

 

 

は当該文書若しくは図画を
撮影した写真フィルムを印

画紙に印画したものの交付 

る額 

 

 

 

２ マイクロフ
ィルム 

 

 

  印刷したもの（単色刷りで、
Ａ三判以下の大きさの用紙に
複写したものに限る。）の交付 

 

１枚につき、10
円 

 

 

 

３ 写真フィル
ム 

 

 

  印画紙に印画したものの交
付 

 

 

作成に要する
費用に相当す
る額 

 

４  スライド
（９の項に該
当するものを
除く。） 

 

  印画紙に印画したものの交
付 

 

 

 

作成に要する
費用に相当す
る額 

 

 

５ 録音テープ
（９の項に該
当するものを 

除く。）又は録
音ディスク 

 

  録音カセットテープに複写
したものの交付 

 

 

 

１巻につき、
250円 

 

 

 

 

６ ビデオテー

 

  ビデオカセットテープに複

 

１巻につき、
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改  正  後 改  正  前 

プ又はビデオ
ディスク 

写したものの交付 300円 

 

 

７ 電磁的記録 
 （５の項、６の
項又は８の項
に該当するも
のを除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 用紙に出力したもの（単
色刷りで、Ａ三判以下の大
きさの用紙に複写したもの
に限る。）の交付 

 

１枚につき、10
円 

 

 

 

 

イ 用紙に出力したもの（多
色刷りで、Ａ三判以下の大
きさの用紙に複写したもの
に限る。）の交付 

 

１枚につき、50
円 

 

 

 

 

ウ フレキシブルディスクカ
ートリッジに複写したもの
の交付 

 

１枚につき、60
円 

 

 

エ 光ディスク（日本産業規
格Ｘ0606及びＸ6281に適合
する直径 120 ミリメートル

の光ディスクの再生装置で
再生することが可能なもの
に限る。）に複写したものの
交付 

 

１枚につき、90
円 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 光ディスク（日本産業規
格Ｘ6241 に適合する直径
120 ミリメートルの光ディ
スクの再生装置で再生する
ことが可能なものに限る。）
に複写したものの交付 

 

１枚につき、
110円 

 

 

 

 

カ アからオまでに掲げるも
の以外の電磁的記録媒体に
複写したものの交付 

 

 

当該写しの作
成に要する費
用に相当する
額 

 

８ 映画フィル
ム 

 

 

 

  ビデオカセットテープに複
写したものの交付 

 

 

当該写しの作
成に要する費
用に相当する
額 

 

９ スライド及
び録音テープ
（スライド及

び当該スライ
ドの内容に関
する音声を記
録した録音テ
ープを同時に

 

  ビデオカセットテープに複
写したものの交付 

 

 

 

当該写しの作
成に要する費
用に相当する

額 
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改  正  後 改  正  前 

視聴する場合
におけるもの

に限る。） 
 

 


